
　ドイツ放射線防護協会は一一月二七日、会長のセバスティアン・プフルークバイル博士名で

声明を発表し、東京都などの自治体が受け入れを表明している東北の震災廃棄物やがれきの処

理問題について、「日本の全国民が、忍び足で迫ってくる汚染という形で第二の福島になる」と

し、直ちに被災地からの運搬を中止するよう勧告した。

　政府は、福島県では廃棄物を原則県内処分としているが、岩手、宮城両県については広域処

理の方針を打ち出している。だが、可燃物を燃やした場合に放射性物質が濃縮されて灰の基準

値が高まり、さらに空気中に放出される可能性が指摘されているため、各地で住民の間から「放

射性物質をまき散らすことになる」として、受け入れ反対の声が高まっている。

　今回の同防護協会の声明は、「焼却や灰の海岸への埋め立て」等で「汚染物が日本の全県へ流

通され始めている」と述べながら、「これは惨禍である。ゴミ焼却施設の煙突から、あるいは海

に廃棄された汚染灰から、材料に含まれている放射性核種は順当に環境へと運び出されてしま

う」と危険性を強調。日本政府に対し、震災廃棄物やがれきを移動させるのを中止するよう強

い調子で求めている。

　さらに声明は、「チェルノブイリ以降、欧州では乳児の死亡率、先天的奇形、死産の領域で大

変重要な変化が起こっている。（中略）ドイツでは数々の調査によって、胎児や幼児が放射線に

対し、これまで考えられていた以上に大変感受性が強いという事実が示されている」と、低線

量被曝の危険性について指摘している。

　その上で「ドイツの原発周辺に住む幼児たちのがん・白血病の検査は、ほんの少しの線量増

加でさえ、子どもたちの健康にダメージを与えることを示している」として、「汚染地の妊婦や

子どものいる家庭を（中略）もっと遠くへ移住できるよう支援することを早急に勧告する」と、

福島県の子どもたちの強制避難を頑なに拒んでいる日本政府の被曝対策を批判している。

（成澤宗男・編集部、12月 16日号）
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　東日本大震災で出たがれきを活用した盛り土に植樹する「森の防波堤構想」の推進を目

的とした一般財団法人「瓦礫を活かす森の長城プロジェクト」（理事長・細川護熙元首相）

が２５日、設立された。同構想の提唱者、宮脇昭・横浜国立大名誉教授（植物生態学）が

副理事長となり、理事には作詞家の秋元康、東京大教授のロバート・キャンベル、アート

ディレクターの佐藤可士和の各氏らが名前を連ねる。１口５００円の寄付や企業からの寄

付を募り、９０００万本の苗木を栽培し被災地の沿岸部で防波堤づくりを目指す。
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